
- 1 -

 

掲　示  

 

 　災害時における信濃川下流河川事務所所管施設等の緊急的な災害応

急対策業務（下流左岸水防区）に係る技術資料の公募について 

 

　標記について、下記により技術資料を公募する。 

　なお、技術資料が提出されても、記２．の「技術資料の提出を求める対象者」以外の者

及び記３．(3)－1)の「欠格要件」のある者については、協定締結の相手方として指名しな

いものとする。また、多数の応募者がある場合は、記３．(3)－2)の「技術的要件等」を審

 査して、協定締結の相手方として指名しないことがある。

 

 

    　　  　　　　　　　　　　　　   　　　令和　７年　９月１１日

     　　      　　　　　　　　　　　　 　　　　北陸地方整備局

 　　  　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　信濃川下流河川事務所長

 栗林　孝典

 

                                        記

 

 

１．業務概要 

　(1) 業 務 名　　 災害時における信濃川下流河川事務所所管施設等の緊急的な災害応急

 対策業務（下流左岸水防区）

 

 　(2) 業務場所　　 信濃川下流河川事務所管内（下流左岸水防区）

 

　(3) 業務内容　　   本業務は、災害時における信濃川下流河川事務所所管施設等（下流

左岸水防区）の緊急的な災害応急対策業務に関する支援を本公募によ

り締結する協定に基づき実施するものである。 

 

  (4) 工  　期　　 令和　７年１１月１日から令和　９年１０月３１日まで 

 

   (5) そ の 他 　　待機指示を行った場合の待機補償を行う。　

 

 

２．技術資料の提出を求める対象者 

 　　 次の全ての条件を満たさなければならない。

(1)  予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第70条及び第71条の規定に該

 当しない者であること。

 

　 　(2)　北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）における令和７・

８年度一般競争参加資格者で一般土木工事Ｂ又はＣ等級の認定を受けていること。 

（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされて

いる者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てが 

なされている者については、手続開始の決定後、北陸地方整備局長が別に定める 

手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。）。 
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 (3)  会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に

基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記(2)の再認定を受けた者を除

 く。）でないこと。

 

　　 (4)　一般土木工事Ｂ又はＣ等級にあっては、新潟県新潟地域振興局（津川地区振興

事務所管内を除く）又は三条地域振興局管内に建設業法に基づく「土木一式工

 事」の許可を受けた本社を有すること。

なお、経常建設共同企業体にあっては、全ての構成員が、上記の要件を満たし

 ていること。

 

     (5)  平成２２年度以降に元請として完成した工事で、信濃川下流河川事務所発注

（北陸地方整備局発注で信濃川下流河川事務所の工事を含む）の次の河川・海岸

工事のいずれかの施工実績を有すること。ただし、評定点合計が６５点未満のも

 のを除く。

河川工事における築堤工事、護岸工事、根固工事、水制工事、床止・床固

工事、樋門・樋管工事、堰・水門工事、揚排水機場工事、

 土工事（掘削または切土工）、

 

海岸工事における堤防工事、護岸工事、突堤工事、人工岬工事、離岸堤工

 事、人工リーフ工事

 

(6)　建設共同企業体の実績をもって単体として応募する場合は、出資比率が２０％

 以上の場合のものに限る。

 

　 　(7)　単体の実績をもって経常建設共同体で応募する場合は、出資比率が２０％以上

 の場合のものに限る。

 

 (8)  技術資料の提出期限日から協定締結の時までの期間に、北陸地方整備局長から

工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和59年3月29日付け建設省厚第91

 号）に基づく指名停止の措置を受けていないこと。

 

(9)  警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものと

して、国土交通省発注の公共事業等から排除要請があり、当該状態が継続してい

 る者でないこと。

 

 

３．技術資料の作成及び提出 

   (1) 技術資料作成要領の入手方法

  　　 　交付方法：　次の交付場所・交付期間に資料を交付する。

  　　   交付場所：　北陸地方整備局　信濃川下流河川事務所  工務課

     　　　　　　   　 〒951-8153　新潟県新潟市中央区文京町14番13号

     　　　　　　　　   TEL 025-266-7133（直通）  内線　311

　 　　 交付期間：  令和７年９月１１日（木）から令和７年１０月３日（金）までの午

 前９時から午後４時までとする。

　ただし、行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）

第１条に規定する行政機関の休日（以下「休日」という｡)は交付しな

 い。
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 　(2) 技術資料の作成及び提出方法

 　　　 技術資料作成要領に示す様式及び留意事項に基づき作成する。

　　　  受付期間：　令和７年１０月２日（木）から令和７年１０月３日（金）までの　

 ２日間とし、午前９時から午後４時までとする。

  　　   受付場所：　北陸地方整備局　信濃川下流河川事務所  工務課

     　　　　　　   　 〒951-8153 新潟県新潟市中央区文京町14番13号

     　　　　　　　　   TEL 025-266-7133（直通）  内線　311

　　　  提出方法：　提出部数は１部とし、持参、郵送（書留郵便に限る）又は託送（書

留郵便と同等のものに限る）するものとする。 

 

   (3) 技術資料等の審査事項

提出された資料等により、次の事項について審査し、別紙の技術審査基準を基に

 選定する。

   　　　　1) 欠格要件

 　  　　　　 ａ 不誠実な行為 (a)指名停止  (b)契約違反  (c)一括下請等  (d)排除要請

 　　  　　　 ｂ 経営状況

 　　　  　　 ｃ 安全管理

 　　　　  　 ｄ 労働福祉

　　　　　   ｅ 工事成績 

ｆ 令和７・８年度一般競争参加資格者で一般土木工事Ｂ及びＣ等級以外 

　　  　　2) 技術的要件等 

　　　  　　 ａ 技術的特性   (a)施工実績  (b)技術者評価 

　　　　  　 ｂ 地理的条件 

             ｃ 出動所要時間 

             ｄ 常用労務者数 

　　　　　   ｅ その他　　　 (a)安全、労働福祉 

 

他の区域で協定締結の相手方として指名された場合は、協定締結を辞退すること

ができる。この場合、上記３．(3) -2)の「技術的要件等」の審査で次点の者を指名

する。 

 

 

４．その他 

　(1)  提出された技術資料は返却しない。ただし、資料の撤回は技術資料の提出期限から

起算して７日（「休日」は含まない｡)以内とする。この場合これらを理由に以降の指

名等について不利益な取扱いはしない。 

 

  (2)  技術資料に関する問い合わせ先 

 　　   　北陸地方整備局　信濃川下流河川事務所  工務課 

    　　　  〒951-8133　新潟県新潟市中央区文京町14番13号 

    　　　   TEL 025-266-7133（直通）  内線　311 

 

　(3)  技術資料の審査及び指名審査 

　　　　　技術資料等の審査確認日は入札・契約手続運営委員会の開催日とする。 

 

　(4)  本業務に係る協定締結は、令和７年１０月３１日（金）を予定している。 
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